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は じ め に





しかし統一以後,ド イッ財政調整制度の性格には変化が生 じてきている。 ド
イッ統一が西 ドイツ連邦法第23条による東 ドイッの西 ドイツヘの編入形式を




誰が担 うのかという問題として提起されることになった。 しか し,財政学的に
見ても,ドイッにおける垂直的財政調整の定着傾向は.近年大 きな論点になっ
1)た とえば.伊 東 弘文 「財政 ・租税 制度」1大西健夫 編 『ドイ ッの政治』 早稲 田大学 出版 部,
1992年)・室田哲 男 「ドイツにお ける連邦 ・州 聞の財政秩序,財 政調整 をめ ぐる最近 の議論につ
い て」 『地 方財政』1999年7月な ど.ド イッにおいては全税収の うち8割 が連邦 ・州 ・自治体間
の共同税方式によ って規走されてお り.各主体 の財源 を保障す るための財政調整制度が法定化さ
れている。 ドイツの政府間財政 関係 とは,い ったん各主体間での配分が法律で定め られれば税源
配分に関する裁量が非常に少な くな り,連邦 ・州 問の 自律性が保障されてい る。あ るいはその配
分過程は成熟 した 「協調的連邦 主義」 と して,意 思決走 にお ける各主体間の有機[生について大い
























独白に立法による規制がで きるのは教育.州 内の自治体.警 察に関するものな
どであり,その他について連邦に幅広い立法権限の優越性が与えられている。
2)室 田,前 掲論 文,98ペー ジ。
3)石 田光義 「基本法 と連邦諸機 関」(大西健夫編 『ドイッの政治』 早稲田大学出版部,1992年)
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租税,財 政制度 に関す る立 法に関 して も,連 邦の立法権限の優越性 が認 め られ
てい る。
これ を行政実施主体 の点か ら見 る と,連 邦法によ ってお こなわれ る行 政事務
のうち,直 接 的に連邦 の官庁 によって遂行 され るものは限 られている。外交事
務,連 邦財務 行政,連 邦鉄 道,連 邦郵便,連 邦水路行政および船舶航行行政,
連邦国防行政,航 空行政,そ して州 の申請 に基づ く連邦 自動車道路 および遠距
離交通用の連邦道路 に関す る行政 などが連邦 によって遂行 され る。 その他 は州
政府 への委託行政 になっている。 この ように原則 として連邦政府 に立法権 の優
位 が存在す る一方で,行 政事務 は州が広範に担 っている。
基本的には連邦官庁 と州官庁の実施す る行政は基 本法上で区別 されて お り,
共同の活動 を行 な うこ とはない。 しか し社 会情勢 の変化 につれ て,分 野 によっ
ては連邦 と州 との協力が求め られ るようにな ってきたため,1969年の第21次基
本法改正法 に よって共同 の事 務(Gemeillschaftsaufgal)el)が規定 され た4 。そ
の分野 として は大学の拡張 ・新設,地 域的経済構造の改善,農 業構造お よび沿
岸保護 などがあ る。共同事務は,連 邦 参議 院の同意 を得た連邦法律 によって定
め られ る。そ してあ る計 画を取 り入れるにあたって は,そ れが実施 され る州の
同意が なければな らない。そ して,連 邦 には原則 と して支山の半 分の負担 が求
め られ る。
次 に連邦 と州それぞれの任 務や財源 を決定す る議 会運営であ るが,連 邦議会
と連邦参議 院の二院制が とられている。連邦議会は総選挙 で選出され た議 員で
構成 され,議 員が会派を形成 するこ とで政党政治が行われ るが,連 邦参議 院は
州代表に よ り構 成され るため,連 邦参議院 の同意が必要 とされ る法案 ・予算成
立のためには連邦政 府 と州政府 との合意形成が不可欠である。 このよ うに,連
4)1969年には,第2次世界大戦後.1955年に次ぐ大規模な財政改革が行われた,現在の財政制度
の原型は1969年の改革の際にできたものである。それぞれの改革の内容については.W・レン







もの とな っ て い る5)、、
基本的には以上のようなプロセスを通 じて連邦と州それぞれに任務が制定さ
れる。その任務遂行のための財源についても,連邦と州それぞれにおいて予算
の自律性が基本法上で保障されている。 しか し,「社会国家」理念 に基づ く










ち.(1)と(2)の一部および(4)は連邦 ・州間,す なわち垂直的な調整であ り,(1)と
5)ド イッの連邦制の持つ特徴 につい ての整理 は,村 上弘 「『道州制』 は連邦 制の夢 を見 うるか?
一 ドイ ッ連邦制 を支 える細部設計 について一」 『立命館法学』2000年第6号 ,が 詳 しい。
6)1一社 会国家」理 念 について は,伊 東弘文 「『社 会国家』 と 『生活関係 の統 一倒 」(利田八束他
編 「分権 時代の福祉財政」敬文堂,1999年),を参照、連 邦政府は立法 を通 じて法 の統 一性また
は縫 済の統 一性,特 に一州の領域 を越える生活関係の統 一性 を維持 しなければな らない と ドイッ
の憲法にあたる基本法 において規定 されている.
7)以 下,制 度の概説 につ いて1ま,主に13undesministeriu111derFinanzen,βμη♂勲'～4群♪物4～'26ひ
2〆酌κ～29朋躍ヅ4βrGr'〃・曲 解4召r解伽48/2Fノ'剛2剛力謂置〃馨書・'痂'〃zg4.aunage.Okt・})er2(X)2,
およ び 「ドイッ地 方財政 制度 の概要」『CRAIRREPORT1自治体 国際化協会,NUMBER173、
に依拠 している。 ドイッの財政調整制度は.基 本原則を規定 している基本法 と,そ の実施法であ
る連邦 ・州間財政 調整 法に基づい て行われ,連 邦が立 法権を持 ってい る、連邦 ・州 間財政調整法
は.基 本法では具体的な規定が されていない こと,す なわち(11売上税 の連邦 ・州 間配分割合,
12)水平的な売 上税の配分方法,131水平 的財政調 整,(4)連邦補充交付 金.の 詳細 につい て規定











売上税の配分 連邦 ・州間分割比率については連邦参議院の同意が 連邦平均
必要な連邦法によって規定される(ig98年は連邦 92%まで
36.9%,州46.6%で,またEUへ 納 付 す る部 分 が 調 整 、





















(2)の…部 と(3)は州 間の財政調整,す なわ ち水平的財政調整 である。特 に(3)が存
在 してい ることが,他 国 と比較 した場合 ドイッの財政調 整制度 を特徴づ ける も
のであ るといわれてい る。水平 的財政調整 に基づいた州間協 力を行な うことで
国家体制が運営 され ることが 「協調 的連邦主義」 と呼ばれるゆえんである,,
財政調整の各段 階におサる調整 は第1表 の ようにな っている,、こうして、連
邦各州の収 入は最 終的に一人当た り連邦平均で99.5%まで調整 される ことにな
る81。
8)第3段 階の水平 的財政調整 とは基本的 に調整給付義務州から調 整交付 請求州へ の財政移転 であ
るが,そ のさいの基準 となる測定値 は次の ように算出 される.財 政力測定 値とは,州 の税収 にノ
24(350)第173巻 第4号












間調整額,連 邦交付額 ともに大幅な増大を示 していることが見て取れる。旧東
ドイツ州が基本的に調整交付請求州に収まっており,旧西 ドイツ州に関してみ




額を上回るという事態が旧東 ドイッ州においても旧西 ドイッ州においても生 じ
ていることである。統一前の調整額の展開を見ればわかるように,連邦制的国
家原理からいえば水平的財政調整を補完するものでしかない連邦補充交付金が
＼市町村税収の半分を加算 し.さ らに港湾維持のための特別負担を引いた総計 として算出 され る,、
他方,調 整額測定値 の計算 は,各 州の住民数に,連 邦 平均 一入当た り税収 を乗 じることによ ・,て
行なわれ る。住民数 は,周 辺地域 を含 まない都市州 に対 しては財政需要 を考慮 し135%の補正係
数がかけ られる。 こうして算 出された.実 際の租税調達 力である財政力測定値 と,調 達 され るべ
きである租税調達 力 としての調整翻測定値 とい う二つ の調整 力の差 を調整す るのが水平的財政調
整である・なお,州 間の水平 的財政調整に市町村税収 の半分が算 入され る理由 は,「基本法 第m5
条第9項 において市 町村 の収 入お よび支出が州の収 人および支 出とみ なされてい るか らであ り,
算人額 が税収 全体 の半額 となってい るのは,こ の財政調整 制度が財政 力の強い州 と財政力の弱い
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ス ヴ ィ ッ
ヒ ・ホ ル
シュタイン
1985一1 .444 28 一725 91 827 374 359 564
1990一2,472 一36 一1 ,446 一63 1,927 490 366 602
1994 一410 一669 一1 ,827 156 958 657 434 72
1995一2,803 一2,532 一2 .153 一3,449 452 229 180 一141
1996一2 ,521 一2,862 一3,240 一3 ,125 553 231 234 16
1997一2,410 一3,102 一3 、148 一3,059 672 296 204 一5
1998一3 、473 一2 ,901 一3,435 一3 ,095 787 431 228 0
1999一3 ,426 一3 ,188 一4 ,744 一2,578 1,037 379 294 174
2000一3,873 一3,749 一5.354 一2 ,201 1,113 780 329 358
メクレン






































































注:2000年は暫定値 。一)が 拠 出.無 表示 は受取額.
出所lS餓"stischesBmldesamt,5ン(`1露'蹴盟6」`～h泥加'`h2000、S,482-483および2〔X》1,S,叡》4-5{}5からf乍
成。
そ の 傾 向 を 大 き く変 え,財 政 調 整 制 度 が 垂 直 的 な 調 整 制 度 と して の 性 格 を 持 つ
に 至 っ て い る 。 小 規 模 州 へ の 行 政 実 施 援 助 以 外 は2004年ま で の 制 限 が 課 せ ら れ
て い る た め そ の 後 の 展 開 は 新 しい 連 邦 ・州 間 財 政 調 整 法 の 実 施 を 待 つ ほ か な い
が 田,そ れ で も ド イ ッ 統 一 に よ る 連 邦 行 政 の 旧 東 ドイ ッ 地 域 ま で の 拡 大 が,連
9)2005年か らの新 しい財政調整法の概 要については,後 述脚m6)を 参照、
26(352) 第173巻第4号
第3表 連邦補充交付金交付額の推移 GoO万マ ル ク)
ノル トラバーデン ・
イン ・ヴェ ニ ー ダー(調整年)ヴ
ニ臥ル テ バ イエ1レン ヘ ッセ ン
ス トフ ァー ザ クセ ンンベ ル ク
レ ン
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ベル リン ブレーメン ハンプルク
ン メ ル ン
1985 一 一 一 一 一 一 一 一
1990 一 一 一 一 一 一 256 一
1994 一 一 』』 一 一 一 2,095 F一一
1995 2,613 1,978 4,497 2,876 2,631 3,730 2,127 『
1996 2,620 1,980 4,504 2,878 2,634 3,739 2,ll8 一
1997 2,619 1,976 4,493 2,871 2,628 3,727 2,120 一
1998 2,647 1,991 4,531 2,892 2,649 3,763 2,125 一
1999 2,674 2,007 4,568 2,921 2,670 3,800 2,113 一
200(〕 2,690 2,Ol5 4,590 2.92・4 2,682 3,824 1,930 』
注:2000年は暫定値。交付額には特 別連邦補充交付金 も含 まれてい る.
出所:Sta"stisdlesBundesF猶賦 嘉～'醜加 」`～ゐ'顧4ぐ1}2000,S482-483および2001,S5【"一505から作
成.





づ けることがで きるのだろ うか。 まず統一以前 の財政調整制度の沿革について
概 観す る、
第2次 世界大戦以降,旧 西 ドイツ時代 の基本法 にお ける財政規定の変化の ト
レン ドは次 の4点 か ら把握 す ることがで きる10}。(1)事務の集権化,(2)事務,
支 出および収入 に係 わ る権限の混合,(3)水平的財政調整 の度合 の強化,(4)裁
量 的(使 途 を定めない)交 付金 と特定 目的交付金 との比率 にお ける前者の割合
の増大,で あ る。
これ らの点か ら見 えて くることは.ド イッ統一前における旧西 ドイッ時代 の政
府 問財政関係 の沿革は,全 体 として連邦 の介入によ り州財政力 の平準化が ます ま
す強 ま り,そ れぞれの財政利害 に基づ く財源配分抗争 の激化 とい う帰結 をもた ら
していたとい うことである。いわゆ る過剰平準化問題 といわれ るものである。
ドイッ統一以前 において.財 政調整制度における連邦の役割の増大 は,財 政
力 の強力州,財 政力の弱体州 とい う形で三つの利害 の異 なる主体間での財源配
分抗争 を もた らす よ うになった。財政調整の水準 をめ ぐる三者間で の駆 け引 き
は,「生活関係の統一性 」の程度 を問 う問題 に帰着す ることになる。
1980年代 に入ると.財 政調整 にかかわ る連邦 と諸州 の駆 け引 きは.連 邦 と州
間に よる交 渉で行われ るだ けで はな く,州 によって連邦憲法裁判所へ の規範統
制訴訟 が行 われる とい うこと も見 られ るようにな った。 この時実際 に問題 にさ
れた ことは基本法 の抜本改正で はな く,財 政力測定値,調 整測定値 をめ ぐる財
政調整法の個 別規定で あった。す なわ ち訴訟 を起 こした諸州が 自己の財政利害
を貫徹 させ る行動が規範統制訴訟 という形で現れていたので あ るID。























ドイッ統一後,旧 束 ドイッは旧西 ドイッの制度に5年 間の暫定措置を設けた
のちに組込まれることとなった。 しか しドイッ統一は,財 政力の弱体州を増大
させることで従来の西 ドイッ財政調整制度のあ り方,あ るいは 「生活関係の統
一性」という理念に対 して大 きな問題を投げかけることになった。
1990年8月31日調印の統一条約第7条 に基づ き,旧西 ドイッの連邦主義原理
に基づいた財政 ・租税制度が統一 ドイッに拡大されることになった。 しか し,











ig90年 1991年 1992年 !993年 1994年
金額
当初の予定額 22.00 35.00 28.00 20.00 10.00
第1次 積み増し後 一 一 33.90 31.50 23.90
第2次 積み増し後 一 一 一 35.20 34.60
財源負担
信用調達 20.00 31.00 24.00 15.00 5.00
連邦分担金 2.00 4.00 9.90 14.23 19.45
旧西 トイッ州分担金 一 一 一 5.97 lO.13
出所:SVR、諏h'マ59～ぜ☆τ`ん孟8'r,1993/94,S.152.
さらに同条第5項 に よ り,1994年3月31日まで水平的財政調整 に代 わ るもの
と して,「 ドイッ統一」基金 による交付 金の配分方法が定 め られた。「ドイッ統
一」基金 は,1990年5月18日に 「経 済 ・社 会 ・通貨同盟の創設 に関す る条約」
第28条によ り設置が合意された ものである。 旧東 ドイ ッ公共部門の財政赤字 を
年間50〔)億マル クと見積 も り,そ れ を東 ドイッ政府,西 ドイッ連邦,西 ドイッ
州 の三者 で三等分 して負担す るため に設置 された基金 であ る。「ドイッ統 一」
幕金 は1990年か ら1994年の5年 間で トー タル1150億マルクの拠出 を行 なうこと
にな り,そ の財源 に関 しては,200億マル クを統 一で不要 となる経 費か ら充当
し.残 り950億マ ルクを公債の発 行で賄 って,元 利償 還 を連邦 と州で折 半す る
ことになった(第4表 参照〉。
こうして拠 出された 「ドイッ統一」基金は,そ の85%が旧東 ドイ ッ州 とベ ル
リン州を交付対象 とし,交 付基準 は旧西ベ ルリンの人口を控除 した後 の人口比
例によ ることとした。残 りの/5%について は,連 邦 が保有 し旧東 ドイ ツ州 の イ

















編入過程は,連邦 と旧西 ドイッ州の負担によって,特 に連邦の負担を強化させ





邦整理計画法である141。同法は全 ドイッ的財政調整 システムの構築 とともに統




S.944-99Lこの 法 律 は負 の 遺 産 償 還 基 金 の 導 入、 財 政 調 整 の再 編 成,租 税 特 別措 置 と経 費 の 見
直 しに よ る予 算 緊 縮 化 の 開 始 を大 き な 目 的 と して い る。 この 点 につ い て は,F6deralesK【,nsd重.
dierungsprogramm,1♪1W鼎玩hぞ紬8r'`hよNr.45/93.およ び 山 田 誠 前 掲 書,第1章 参 照 、 負 の
遺 産 償 還基 金 とは.旧 東 ドイ ッ時 代 の負 債 に 関 連 す る もの を 一つ に ま と め,連 帯 税 の 導 入 と連 邦
銀 行 の 出 資 で 償 還 しよ うとす る もの で あ る。 こ う して1991～92年に一 時 的 に導 人 され てい た 連 邦
税 で あ る連 帯 税 を1995年よ り所 得税 ・法 人 税 の7.5%の付 加 税 と して再 導 入 す る こ と に な った.
この 法 律 に よ る1・一 タ ルで の 負 担 の 変 動 は,DIW-Wochellbericht,Nr.45/93によ る と連 邦 で159
億 マ ル クの 負 担 増,旧 西 ドイ ッ州 で96億マ ル クの 負担 増 。 旧 東 ドイ ッ州 に と って146憶マ ル ク の
負担 減 とな っ て い る,
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る。 まず連邦 と州 の共 同税であ る売上税が州 に有利 に見直 され たこ とで ある。
1986年～92年には65対35,1993年～94年には63対37であ った連邦対州 の売上税
配分 が,1995年か らは56対44で行われ るようにな った。 これ によって旧西 ドイ
ツ州で129億マ ルク,旧 東 ドイ ッ州で37億マ ルクの増収効果 を持 つ ことになっ
た。次 に旧西 ドイ ッ州 は売上税 の州取得分の25%を弱体州(旧 東 ドイ ッ州)に
優先 配分す るこ とになった。そ の他,連 邦は旧東 ドイッ州のイ ンフラ整備特定
財源 として66億マル クの公共投資補助金 を交付する こととなった。 こ うして,
総体 としては,1995年か ら旧東 ドイッ地域 を財政調整の制度 に組み込 む代わ り
に売L税 配分 を州 に有利 に配分す るようなかたちで決着 した。
現行の制度 に旧東 ドイッ州 を組み込む ことを意図す る連邦整理計画法 は,現
行の税収格差 を前提す るならば,著 しく旧西 ドイッ州に不利 となる もので あっ
たため,売一止税 に関す る配分比率が変更 され ることは法案の合意形成 に不 可欠
であ った。また,こ の法案 に合意 を得 るため に,1993年には連帯協定 の枠組 み
の中で,様 々な利害調整 を連邦,旧 西 ドイッ州 さらには財界に対 して も行な う
ことで合意形成が行われ た15,。この連帯協 定 の中で,1995年以降の 旧東 ドイッ
州を制度に組込 む ことで生 じる負担 に対 して,特 別需要連邦交付 金の枠組み に
おいて連邦か ら交付金 がおこなわれ ることになった,,
新 しい財疎調整制度 の特徴 は,従 来 のように州問の水 平的調整 に関する利害
対立 を連邦 の介 入で解決 しようと した とい うことだ けで はない。 第2表,第3
表 にみ られ るよ うに,1995年か らの新 しい財政調整制度においては,こ の連邦
に よる調整力の拡 大を通 じて,水 平 的財政調整 よ りも垂直的財 政調 整の方が,





















まず 「東西格差」の実情について概観する。第5表 は,ド イッ各州の一人当
たりGDPを比較 したものである。これをみると,統一後10年弱の期間が経過
してもなお,東西間で大 きな経済格差が残存 していることがわかる1",,旧東 ド
イツ地域で最高のブランデンブルク州で も,旧西 ドイッ地域最高のハンブルク
州 とは約3倍 の格差がついている。旧西 ドイツ地域最低のラインラント・プ







17)そ の 他,例 え ば 失 業 率 は 】999年で 旧東 ドイ ッ州(東 ベ ル リ ンを 含 む)は19.0%(旧 西 ドイ ッ地
域 は9、9%)で あ る(Sm、 而h郷g'伽`h∫既2(X》(1/01,S.320)。ま た 旧 東 ドイ ッ地 域 で は,統 一 直
後 の数 年 問 で1989年に 比 べ 国 内総 生 産 は約4割.工 業 生 産`よ3分 の2,研 究 能 力 は8割 以 上 失 わ
れ た と い う こ とで あ る 。Vilmar,Fritz(lirsg,).旋h"表ぬ澤118r8加忽``πg5ρo!f`漉2κr∫`醜hεβゴ'4徽
～!ノ'`1/1～4η蜜``"色41≠8川α酸 贈,Berlin,trafoverlag,2(〕(X}、S.122.(木戸 衛 一訳 「岐 路 に 立 つ 統 一 ドイ
ツ』 青 木轡:店。2001年,150ペー ジ)。1








ハ ンブ ル ク 170.0 1,464.1 86,100
ブ レー メ ン 66.8 420.1 62,900
ヘ ッセ ン 603.5 3,530.9 58,500
冒バ ー デ ン ・ヴ ュ ル テ ンベ ル ク 1,042.6 5,463.0 52,400
バ イエ ル ン 1,208.7 6,430.8 53,200
ノ ル トラ イ ン ・ヴ ェ ス トフ ァ ー レ ン 1,797.6 8,268.8 46,000
ベ ル リ ン 339.9 1,557.7 45,800
(西ベ ル リン) 212.4 1,160.7 54,600
(東ベ ル リ ン) 127.5 397.0 31,100
ザ ー ルラ ン ト 107.4 456.8 42,500
シ ュ レス ヴ ィ ヒ ・ホ ル シ ュ タ イ ン 276.6 1,170.7 42,300
二 一 ダー ザ ク セ ン 786.6 3,314.3 42,100
ラ イ ン ラ ン ト ・プ フ ァ ル ツ 402.5 1,609.8 40,000
ブ ラ ンデ ンブ ル ク ☆ 259.0 777.6 30,000
ザ クセ ン☆ 448.9 1,253.3 27,900
チ ュー リ ンゲ ン ☆ 246.3 664.7 27,000
メ ク レ ンブ ル ク ・フ ォア ポ ン メ ル ン ☆ 179.9 484.0 26,900
ザ クセ ン ・ア ンハ ル ト☆ 267.4 714.3 26,300
注a):東 ドイ ッ地 域 は東 ベ ル リン と表 の 下 位5州(☆ 印)。
b)人 口 は98年 現 在,GDP(時 価)は 旧 基 準 。GDPの 原 デ ー タ はArbeitskreiseVolkswirt.
schaftlicheGesamtrechηungenによる 。
出所:走 尾 正敬 「市 場 経 済 へ 苦 悩 の 軌 跡 」 『海 外 事 情 』 平 成13卑2月 号,103ペー ジ。
旧東 ドイッ地域での経済的困難が続いているのは,ド イッ統一時の経済政策
のあ り方に大きな要因を求めることがで きる。その象徴が,1990年10月3日の
ドイッ統一に先立ち同年7月1日 にむすばれた経済 ・通貨 ・社会同盟であった。
経済的な統一を意図 した経済 ・通貨 ・社会同盟の取った方針が他の中東欧の体
制移行国と異なる点は,他 の体制移行国が徐々に経済を開放するか,あ るいは
体制移行を急いでいれば通貨価値を切 り下げて輸出に利するようにするところ
＼の史 的構造一一 」(田中豊 治 ・柳 沢治 ・小 林純 ・松野尾裕編 『近代世界 の変容 ヴェーバー ・ド



















いかということを指摘 した。しか し…方で,そ のような均質的な経済構造を作
り出すべ く政策的な努力がなされていたことも考慮される必要がある。以下,
空間整備政策を取 り上げることで,西 ドイッ時代の地域政策が国土の均衡的発
展について果た した役割について論 じてゆ く。
西 ドイッ地域の経済構造は,「多数核分散型空間」21)といわれるように,地方
19)Vilmar,Friしz(Hrsg.),a.a.0.,S.202.(邦訳,2 6ペ ー ジ)参 照 、,その 他,田 中 素 香 ・艮 部 重
康 ・久保 広 正 ・岩円 健 治 『現 代 ヨー ロ ッパ経1剤 有 斐 閣,2001年,268-270ページ参 照.
20)ベ ル リ ン を 除 く.IBundesministerklmderFinanze【1.』B～"～払 む'アκ!εr且,,こ♂ノ'幼傑 融ノ～～〃屑創`曜 ブ`1ε〆
Gπ〃κ!!α8召`をプg81'6π`をη∫ヤη4η2τ昭ヴaぶ耀 π紗oハ`!π～`η8、4。auna琶e,Ok吐ober2002,,S39a,
21)祖 田修 『都 市 と農 村 の 結 合』 大 明 堂,1997年,109-mペ ー ジ参 照 。
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分散的な経済構造になっている。この経済構造を支えてきたのは,1963年に第




















代には.境界 ・停滞地域の立地雇用は年間1万 人ほど(全国比2～3割)し か
なかったのであるから,相対的地位で見る限り立地状況は改善されたというこ
とである劉。









基盤の整備であると同時に,通勤圏の拡大 も意味 してお り,農村 ・停滞地域に
居住 していても就業機会が拡大することを意味 していだ'1。
こうして,ド イッにおいては,空 間整備政策の成果については,① 中心地
(地方巾小都市)を 分散配置し充実して都市 と農村を結合 し,② 農業構造改善




ドイツ統一によって,平 均的に高い所得水準を達成 してきた西 ドイッに,生
産力水準では到底及ばない束 ドイッが編入されることになったにもかかわらず,
「生活関係の統一性」の理念によ り東 ドイッ地域で も西 ドイッ水準での公共









26)祖 上日.前 掲 書,109ペ ー ジ。
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メージされてきた。 しか し.ドイッ統一後の政府間財政関係は,旧西 ドイッ地
域 との経済格差によって生じる旧束 ドイツ地域への財政需要の負担をめぐる抗
争を通 じて,そ れまでも傾向としては見せていた垂直的要素の強化を決定的な
ものとした。水平的 ・協調的な連邦国家 ドイッは ドイッ統一に伴 って重大 な転
機を迎えているといえる。
したがって,政 府間財政関係を考える上では,単 に制度を見るだけでなく,
その調整の前提 となる担税力,経 済力の変化を生み出す動態との関わ りも考え
る必要がある。「連邦国家」としての旧西 ドイツの経験は,連邦を構成する主
体 において.あ る程度の経済力の均質性を条件としていたことが考えられる、,
分権的 ・協調的な方向性で財政調整法の改定を進めてゆくためには,財政制度
の規範を追い求めるだけではなく,旧東 ドイッ地域発展のための適切な経済政
策が求められている。
本稿では対象を水平的財政調整のみに絞って論 じたが,垂 直的調整の展開に
ついても整理する必要がある。特に ドイツ統一以後の水平的財政調整の限界を
反映 した垂直的調整の拡大傾向について評価する必要があるが。それは次稿の
課題 としたい、.,
